
 

 

 
 
 

 



 

 



 



 



 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 





 

 

 

 



















平成２８年度大北支部活動報告 

    

 報告者 宮澤敏文 

  

人口が減少し続ける大北地域は、県平均より高齢化が著しく、出生

率も低いこの「負の循環」から地域力が落ち続けている。 

今年度作成した県の医療福祉体制の確立で、患者の他医療圏への流

出が多いため、現在５３０床(実際使用病床４７３床)であるが、国が

示す計画では４０３床となっている。これでは２つの病院が維持し

ていけない危機にある。これは一例であるが、観光客の減少が大きく、

これを克服するために首都圏や中京圏の体験型旅行やエージェント

を通じ、修学旅行の誘客確立など、現地へ出かけ調査研究し、新たな

可能性を拡大させた。 

 神城断層地震から２年、復旧のために現地へ入り、復旧工事、３年

ではできない工事等の調整や住民要望を積極的に調査し、県各部と

連携しスビートアップを図り、わずか２年で仮設住宅をたたむとい

う全国に例を見ない速さで住民の安心安全と心の平穏を創ることが

できた。 

「現地の住民とともに」を原則にすべての問題の解決のために、県が

しなければならないことを後押しするとともに、具体的な成果を上

げることができた。 



平成２８年度木曽支部活動報告 

 

木曽支部長 村上 淳 

  

木曽郡は平成の町村合併で１１町村から６町村となり、香川県と

ほぼ同じ面積と広く、少子高齢化が県内で激しい地域である。医療福

祉教育等様々な分野で課題は多いが最近では医療分野において木曽

病院、隣接する中津川市の坂下病院の医師不足の緊急課題、木曽青峰

高校の学科再編問題等の課題は多い。 

木曽郡はかつては木材産業が基幹産業であったが現在は自動車関

連産業に約１３００人の従業員があり製造業は比較的活況を呈して

いる。有効求人倍率は木曽は１．４倍と高いが、一方、製造業の課題

は若い従業員が集まらない点である。高校卒業後の若い人材が都会

に出ていき、再びかえって来れる環境をつくる必要がある。 

さて、平成２８年度は木曽地域にとって経済、観光の再生に向けて

正念場の年であった。平成２６年７月に南木曽町で大規模土石流が

発生し９月には御嶽山の噴火災害があり大きな火山災害として全国

に報道された。 

木曽の観光について１５年前は１シーズンで１２０万人のスキー

客が現在年間２０万人で実に１００万人減である。当然観光消費額



も５０億円の減額であり、地元の旅館、ホテル、民宿では経営が厳し

い状況が続く。 

昨年、県商工会連合会でのアンケート調査では今後、商業者に対す

る調査では今後の経営に見込みがあると答えた件数は５０％以下で

あり、厳しい状況は今後見込まれる。 

県として商業活性化の対策として「つながろう木曽」キャンペーン

を展開し宿泊客を中心に得点のあるクーポン券の発行もされたが、

地元の木曽町、王滝村、観光復興協議会の尽力も必要で、自ら交流人

口を増やす事業を展開することも必要である。 

御嶽山については今後、ビジターセンターの創設や、火山噴火マイ

スターの創設を進める必要がある。また噴火を教訓とするご遺族が

いつでも訪れることができるメモリアルとなる建築物が必要と思わ

れる。 

今後、木曽地域は本県の過疎中山間地と同じ人口減少の課題が大

きい。木曽は今後、期待できる外国人観光客のインバウンドやリニア

関連事業もあり隣接する松本市、塩尻市、中津川市、高山市、伊那市、

飯田市等との連携を再構築して必要がある。様々な課題を乗り越え

るには県の多種多様の支援と連携が必要となる。 

 



２８年度大町支部活動報告 

 

               大町支部長 諏 訪 光 昭 

 

 神城断層地震から２年余が経過しました。大町支部管内では、地

域住民の皆様の心のよりどころともいうべき美麻地区の「ぽかぽか

ランド」の改修工事が完了し再開しました。白馬村、小谷村でも公

営住宅が完成しました。一部を除いてほぼ復旧工事は終了いたしま

した。 

 災害からの教訓を生かし、災害時の情報伝達、情報収集のあり方

の精度をさらに高めるとともに、災害に強い県土づくり、防災・減

災対策を積極的に推進していかなければならないことを確認させて

いただきました。 

大町支部では平成２８年度におきまして、地域要望、地域課題の

解決に向けて、地元で開催される各種事業などに出席するとともに、

参加者、並びに関係者の皆様との懇談、意見交換、要望の聞き取り、

現地調査などの行動をすすめました。 

東日本大震災から６年目を迎えました。被災地の皆様との交流、

懇談会を今年度も開催して、被災地からの声を復興支援に結びつけ

る活動と、震災を教訓とした地域の防災対策、減災対策などへの施



策に生かす、活動にも取り組みました。 

県政の諸課題とともに、地域の医師確保対策、地域医療の充実、

危機管理体制、各産業振興、雇用対策、森林整備、農業振興、遊休

荒廃地の解消、地球温暖化対策、産業廃棄物処分場問題、産業汚泥・

臭気対策、観光振興、高校再編、教育振興、警察行政などにつきま

して、先進地の視察をはじめ、県内、県外の状況の現地調査を実施。

併せて、地元住民の皆様、各種団体の皆様との意見交換も開催させ

ていただきました。 

「信州創生戦略」への取り組みがスタートして２年目となりまし

た。各施策の目標達成に向けた意見交換もさせていただきました。 

懸案事項のひとつであります、地域高規格道路「松本糸魚川連絡

道路」建設事業につきましては、昨年の１月、県から起点となる安

曇野北インター（仮称）から、大町市南部までの区間が公表されま

した。一日も早い事業着手が図られよう活動しました。引き続き、

ルートの定着が一刻も早く実現できるよう努力していかなければな

りません。加えて、国土交通省、県当局等への要望活動も強力に展

開しました。 

県立高等学校の再編につきましては第一次再編計画で取り組んだ

大町岳陽高等学校が４月１日に開校しました。校地内の建設工事が

平成３０年度まで続きますので、完全な状態での開校とはなりませ



んが、引き続き、工事が無事故で安全に推進できるよう見守ってき

ました。 

地域の生徒、保護者、関係自治体の皆さんたちからのご意見、要

望等に耳を傾け、魅力ある高校づくり、地域の学力、教育力向上の

ためには、地域挙げてさらに取り組む必要性を痛感いたしました。 

併せて、農政・林務、環境、医療・福祉、警察など、住民の生活

に直接関わる問題、課題解決に向けて、県当局をはじめとする関係

機関との話し合い、意見交換も実施いたしました。 

大北森林組合の補助金不適切受給の問題に関しては、これまで判

明した調査内容について地域の皆様に報告するとともに、森林行政

の後退につながることのならない対応と、二度とこのような不祥事

を起こすことのない体制づくりに向けて意見交換させていただきま

した。 

問題点の解消、課題を解決した事項もありますが、なお引き続い

て、調査、研究しながら取り組まなければならない課題も残されま

したことを付け加えさせていただきます。 

 

２０１７年３月３１日 



平成２８年度長野支部活動報告 

 

支部長 太田昌孝 

 

１．福祉政策推進について 

まいさぽ長野など、子供の貧困対策を推進する機関と連携。貧困

の連鎖を断ち切るための学習支援や居場所づくりについて提言。 

さらに、少子高齢化時代の福祉の充実のため、長寿社会開発セン

ター等調査。シニアの活躍について、今後の推進について研究を行

った。 

また、視覚障がい者の転落事故防止のため、１日の利用者１万人

以上の駅については「内方線付き点状ブロック」の整備推進とホー

ムドアの設置を強く要請。今後推進が期待される。 

 

２．教育問題について 

長野市豊野高等専修学校をはじめ困難を有する子ども・若者の支

援について現地調査を実施。教育相談の実施や不登校解消に向けて

の取組みの調査及び県に対する支援策の要請を行った。 

また、信州型コミュニティースクールについて、現場の要請と共



に推進。県立短大の４年制化に向けては、三輪キャンパス、後町キ

ャンパスの視察調査を実施。施設整備、カリキュラムなどについて、

調査提言を行った。また、県立短期大学付属幼稚園については、２

５年度に閉園延長の要望を行ったが、閉園式に出席。現新の保護者

と意見交換を行った。 

 

３．福祉医療費の窓口無料化について 

これまで福祉医療費の窓口無料化に取り組んできたが、厚労省

社会保障審議会医療保険部会での検討を踏まえて、１２月１７日

に開催された「国保基盤強化協議会」の場で、「平成３０年度より、

未就学児までを対象とする医療費助成については、国保の減額調

整措置を行わない」旨の決定がなされた。これを受け、県におい

て子どもの医療費の現物給付導入に向けた市町村との検討の場を、

すみやかに立ち上げ、見直しを行うことを提言。  

 

４．その他、地域要望、国・県道の整備、河川改修、都市計画道路

の安全対策、県営住宅の改修等、県民との協働との立場で県に対し

要望活動を行った 



２８年度茅野・原・富士見支部活動報告 

           

                            支部長 小池 久長  

 

①・誰もが安心して暮らせる社会を目指して 

高齢者の交通事故が多発する中で公共交通のあり方が検討されて

いるが、中山間地域の事情は厳しいものがある。長野県の長寿の要

因の１つとして就業率の高さが挙げられているが、病院や買い物な

どの主要機関へのデマンド交通などは徐々に整備されているが、農

作業への交通手段は車を使わざるを得ない、そこで、シニアカ―等

の補助制度を設けて不幸な事故を未然に防ぐための検討会を、警察

も含め実施したが、歩道等整備と並行して行わいないと危険性が高

いとの意見もあり、道路整備の推進も併せて求められる。富士見町

の駅から病院までの歩道整備に着手し歩行者の安全確保に務めた。 

 

②・農地整備と省力化の推進 

 平成 29 年を境に、米の政府補助が廃止となるが、高冷地の稲作は

立ち行かなくなる。国の補助要項が変わり、10ｈａ以上の農地集積

と所定の要件が合えば地主負担がなくても畑灌が可能となった、富

士見町のカゴメ（株）富士見工場の仮称トマトランドへ摘要され次

の展開へ進んだ。また、農政部と連携し畦畔の自動草刈機やレタス

の自動収穫機の開発を物づくり機構と共同開発にいった。 



③・産学連携と地域産業の振興 

公立化を目指す諏訪東京理科大主催のフォーラムでＩＯＴ，ＡＩの

進歩により第４次産業革命がおこる、その技術者の育成のための教

育が大学への応募と諏訪地域の企業の発展につながるとの講演をお

聞きしました、ＩＯＴとはインターネットを利用した、例えば車の

自動制御や毎日の健康管理といった技術ですし、ＡＩといえば人工

知能でこの進化により５０兆円の経済効果があるといわれる反面、

７５０万人の雇用が失われ新たに５００万人の雇用が創出されると

試算されています、諏訪圏域は物づくり産業の集積地ですので新た

なる期待がある半面、やはり、人のてを借りなければならない業種

もあるわけですので、バランスのとれた圏域づくり求められます。 

例えば、豊富な自然環境を活かし、医療事故を防ぐための医療通訳

を養成しての予防のための医療ツーリズムや、世界の人口は２０５

０年には９７億人と予測され、食糧不足が現在でも９名にひとりが

十分にたべられないかるなかで現在でも先進国にすむ私たちはサハ

ラ砂漠以南で生産される食料を捨ている現実をみるに、せめて安心

して食べるものを自国で生産するための農業は今後、より注目され

る産業となる。 

 

④・町村の支援 

町村では、技術系の専門的な知識もった職員が採用できないため何



らかの人的補助が必要であるため、県職員の出向などの対応をした。

また、スットク効果など検証ができる支援も今後必要である。 

 

⑤・地域振興局 

私たちが常に思うことは県庁は遠いなという実感です、尚、遠い

下伊那の皆さんからすれば一日仕事になるわけですから、第２県庁

設置などのという議論から地方事務所を地域振興局として、より権

限を与え行政のスピード化を図るための組織改革が進んでまいりま

す、地域の事情を理解する出先機関と市町村との連携の促進につい

て検討した。 

 

⑥・議員定数 

長野県議会では、議員の定数の適正化が議論されています、一票

の格差の問題では国政選挙でも議論され定数の削減が現実化してい

ます。長野県においても前回の選挙において一人あたりの人口が一

番多い、諏訪市と一番少ない東筑摩郡では２．２５倍になります。

また、飛び地の解消も地域の事情も鑑みて検討されています。しか

し、広大な広さを持つ本県は市町村数も多く一人あたりの面積では

全国６番目との現実から、簡単に削減とはいかない現状で、尚、一

層の議論をした。 



２８年度上田・小県支部活動報告 

               

支部長 清水 純子 

 

平成 28 年度におきまして上田・小県支部の地域で開催される事業などに積

極的に参加をし、関係者の方々と意見交換、要望の聞き取り、現地調査を重ね

て参りました。 

若者移住の促進が課題とされる中、若者と女性が活躍できる環境整備は、重

要である。特に、上田地域は、首都圏との距離が近く、これを最大に発信し、

更なる地域創生の柱としていくことが、必要と考える。中でも、女性の創業支

援は、生活に根付いた現場課題解決のための新たな産業につなげる支援でもあ

ることから、上田地域で起業・創業をした女性の方との懇談を行ない、その課

題点等を調査した。また、日本一就農しやすい長野県を目指すわが県での課題

を調査するため、上小農業経営者との懇談を行ない、農業従事者の高齢化問題

と後継者不足、新規就農の親元就農での制度の問題点、農福連携での障がい者

施設の同行者不足による制度実施のキャンセルについて等、わが県の農業を取

り巻く状況と今後の取組について調査を行なった。 

本年度は、教職員の不祥事も頻発し、特に、わいせつ事案は、別での背景に

ある問題の調査を必要とすることから、地域においても関係者との意見交換と



現地調査も行なって参りました。今後も更に問題意識をもって注視して参りま

す。 

来年度は、地域振興局での新たな組織体制がスタートし、上田・小県地域の

強みを生かした取り組みが重要となってきます。 

県民が生きがいと次世代へ自信を持って引き継ぐ信州を創るべく、更に調査・

研究を重ね、多くの県民の声を県政につなげて行けるよう活動して参ります。 

 

                    以上 

             



平成２８年度松本支部活動報告 

 

支部長 中川 宏昌 

 

 平成２８年度の松本支部の活動については、下記にわたり調査を

行い、調査および活動にあたってきた。 

 

（１）山岳観光と環境保全 

 本年度は、「山の日」が制定されて、記念大会が上高地で開催さ

れた。山の恵みに感謝し、山に親しむ機会となり、長野県の進め

ている山岳観光の振興に絶好の機会をいただいた。上高地をはじ

めとし、当支部管内は山岳観光地が多い地域として上高地、乗鞍

高原、美ヶ原高原等に調査に伺い、観光事業関係者から鋭意調査

を行った。大要課題点は３点あった。一つは外国人観光客の増加

に伴う、外国語対応の整備とＷＩ－ＦＩ環境整備、二つ目には観

光地の交通体系、三つ目には山岳観光地のインフラの老朽化であ

る。 

 

（２）県管理道路の安全対策と自転車の活用 

 社会インフラが整備されて一定の年限が経過していることから、

管内の社会インフラが老朽化してきているから、様々な影響が出



てきている。本年度も各所でご要望があったことから現地調査を

繰り返した。特に道路の陥没や横断歩道橋の劣化による歩行者・

自転車通行者の安全対策が急務と感じたことから、議会では路面

下空洞調査の実施や、自転車の安全対策に起因する道路環境整備

を提案してきた。 

 また、中信地域は自転車のイエローカードの発行が県内で最大で

あることから、自転車マナーや安全に乗れる環境整備、近年高額

な賠償事例が出ている自転車事故における保険加入制度について

積極的に調査するとともに、議会でも提案を行ってきた。 

 

（３）有害鳥獣対策 

 有害鳥獣の人家被害や農産物被害はあとを絶たない。里山地域で

は住民協働による緩衝帯設置などに取り組んでいる３地域に調査

を行い、課題点等について伺ってきた。、また、有害鳥獣の有効

利用については、小諸市が設置した野生鳥獣商品化施設の視察

や、塩尻市が自治体として取り組んでいるＩＣＴを活用した有害

鳥獣対策を現地調査し、今後の有効的な対策を探ってきた。 

 

（４）ローカル鉄道の活性化 

 当地域にもローカル鉄道が存在し、存続と活性化が課題である。

全国的にも有名となった千葉県の「いすみ鉄道」に伺い、ローカ



ル線の地域一体となった取組みを調査し、今後の方向性について

研究した。 

 

（５）若者の政治参加 

１８歳選挙権が施行されたことから、地域における若者の皆さん

と積極的に意見交換を重ねた。現在の県政課題への政策形成にお

いては、若者というより大人が行っているとの多くの意見を頂戴

したことから、教育現場における政治活動や若者の政策形成過程

への参画について一般質問を行い、今後の県政への喚起を行っ

た。 

 

（６）地域経済の活性化 

 日銀の短観における県内の景気動向は一定の回復感はあるもの

の、実感までには至っていない。特に、当支部管内においては、

製造業、建設業、サービス業の割合が多いことから、各業界に精

力的に赴き、現場のご意見を多く調査してきた。閉塞感を打開す

るためには、交通網の整備や松本空港の活性化、新たな産業への

支援というご意見が多かった。４月より地方事務所が地域振興局

としてスタートするが、これらの課題点は今後、地域振興局が担

うことから課題提起を行いながら、地域活性化に向けて尽力して

まいりたい。  



平成２８年度岡谷・下諏訪支部活動報告 

 

支部長 浜  章吉 

 

当支部のエリアである岡谷市は、近年、特に精密加工技術を更に応

用した超微細加工技術の集積地として、医療をはじめ航空、宇宙、環

境などの先進分野でその技術は高い評価を受けものづくりのまちと

して発展を遂げている。 

また、下諏訪町は、電子機器関連産業を主とした小規模工場群、更

に温泉と多くの名所旧跡をもつ観光のまちとして観光客の増加傾向

にある。 

しかしながら両市・町とも足腰の強い地域経済への醸成向けた課

題は多く、本年度、まずは県政に向け実情を発信することとし、前年

に引き続き地域の期待に応えられる県の支援を含む解決へ誘導する

取り組みをした。 

そのため、両市・町の首長をはじめ役所内の部課長、商工会議所や

企業の経営者及び各諸団体の長の方々と課題解決に向けた対話を重

ね、地元の声として、県担当部局とも課題解決に向け取り組んだ。 

 

 

 



１．県政報告会 

  県政報告会を開催し、諏訪地区から小池久長議員にもご出席頂

き、県議会における会派の考え方、県政に取り組む姿勢、また参加

者の声を聞き取り活動の参考とした。 

 

２．産業振興 

  中小企業の景況調査やものづくり産業に取り組む経営者と懇談

を重ね、成長期待分野への展開支援、技術者の育成強化や後継者育

成・確保に関する支援を求める声を県に届けた。 

 

３．諏訪湖整備への取り組み 

  諏訪湖の再生に向け、繁茂するヒシ刈り取り時期や、刈り取り範

囲の拡大や水辺の整備について関係団体と懇談し、県の担当部に

実情を訴え、諏訪湖再生に向けた効果の上がる県の改善策を求め

た。 

 

４．住民との対話 

  住民からの幼児教育の充実、教育の充実、また景観の向上や環境

の保全等々に係る要望を受け止め、県政推進が図るよう取り組ん

だ。 

 







平成２８年度佐久支部活動報告 

 

支部長 小山仁志 

 

北陸新幹線の延伸から２年が経過した。来年度、平成２９年度には、

中部横断自動車道が八千穂高原インターまで延伸を予定している。

佐久圏域は交通の要衝として佐久市を中心とした圏域人口２０万人

の地域として、その優位性と可能性に大きな注目が集まっている。 

中部横断自動車道は、来年度八千穂高原インターまで開通予定とな

っており、また、中央道双葉ＪＣＴから新清水ＪＣＴまでの区間は平

成３１年度に全線開通となっている。残りは、八千穂高原 IC から長

坂 JCT の約３４ｋｍを残すのみとなる。中部横断自動車道の全線開

通は、災害時のいのちの道として、また新鮮な農作物、海産物が鮮度

を保ったまま届けられる物流としても大きな機能発揮が見込まれる。

更に、佐久地域からは清水港が最も近い港となり、輸送物流コストも

削減され、佐久地域の経済活性化にもつながる。こうした、中部横断

自動車道の全線開通による有効性についての調査深めた。今後は現

在、基本計画区間となっている、八千穂高原 IC から長坂 JCT につ

いて、整備計画への格上げとなるよう、さらに関係機関皆さまと連携

を密にしながら、調査活動を深めてまいりたい。 



 長野県立武道館は、佐久市に建設予定地が決定した。基本構想で

は、・主道場６面 ・柔道場剣道場各 3 面の施設が構想されており、

建設費は５０億円程度が見込まれている。２０１９年度中の利用開

始を目指し、基本設計、実施設計が予定されており、県立武道館施設

整備設計プロポーザルにおいて、環境デザイン・宮本忠長建築設計共

同体が、設計委託の最適者と決定した。建設予定地は、佐久市から無

償貸与されることとなっており、また、隣接地には、佐久市立の創錬

センター（公民館）があり、佐久市との連携のあり方等についての調

査を行った。 

 

【保健医療について】 

 健康長寿のまちとして知られる佐久地域も、高齢化等による、介護

保険料や、医療費増加の波は決して例外ではない。佐久総合病院の医

療センター開院以降、高度医療の提供と共に、医療費が右肩上がりと

なっており、より、予防医療や健診の徹底の実践が求められている。

長野県のACE プロジェクトの普及状況や、認知度向上について調査

を行った。佐久地域では、マイクロストーンをはじめとした健康産業

や、佐久大学等もあり、恵まれた医療環境と共に関係機関の有機的な

連携を産み出す努力が求められていると考える。 

 



【児童虐待について】 

児童虐待が増加の一途をたどっており、その相談対応を行う保健所

には大きな業務負担がのしかかっている。佐久地域も例外ではなく、

その実態や、関係機関とのあり方についも調査を行った。子どもをめ

ぐる環境は複雑化しており、様々な要素が蜘蛛の糸のように絡み合

っている。関係機関の連携はもとより、社会として子どもをめぐる環

境の変化に向き合ったうえでの対応が求められている。実態と対応

策等について一般質問においても取り上げた。 

 

  



平成 28 年度行財政改革・地域振興調査会報告 

 

座長 宮澤敏文 

 

人口減少が県政の最大課題となり、県の長期計画も 20 年後の人口

を目安に制作されている。国の指導や特区制度を利用し地方創生事

業などを取り入れ、将来に向け、対策している先進地域や県内地域の

住民の声、市町村の要望など積極的に調査研究を実施し、長野県の長

期計画の達成に向けチェック機関としての指摘、新たな取 り組みの

提言を実施した。 

 

【1】 先進地域の研究 

①新潟県の南魚沼市の国際大学をキーとして、新潟大学医学部付属

機関病院を核として、都会の皆さんが地方に住み、交流する中で人

口の分散、新たな地方の活力を創生しようと日本型 CCRC をとり

いれ、活性化を進めている。 

②山形県の鶴岡市では県と市そして慶応大学が連携し、バイオ研究

の核として研究体制を構築、毎年県市大学の 3 者で 3.5 億円を 10

年にわたって育て上げている。 

経過の中で起業家も進み、この研究所から世界的な繊維素材や山形

県が誇る米銘柄「つや姫」の開発にも成功した。また地域の高校生



をアルバイトで研究させ、人材育成と大学への連携につながってい

る。 

③ 熊本県地震後の地域再生を調査し、新幹線効果等 UR を本筋にし

た地域振興や製薬企業や地域特産にスポットを浴びた新たな研究

が進んでいた。 

④ 平成の大合併で、大きくなりすぎて壊れてしまった地域コミュ二

ティを維持するために、公民館活動を中心に再生している京都府

三次市を調査した。新規就農者の新築住宅などコミユ二ティがそ

れぞれ住民の輪で建設し人口増加を成し遂げた。  

 

以上の調査をベースに知事への要望や質問を県政理事者へ提言し

た。 

 

【2】県内の取り組み情勢 

① 御代田町の地域のボランティアが買い物や病院への足などワクワ

ク滾々とした地域の工夫に焦点を当てた。  

② 小谷村の故郷納税で 20 億を挙げたシステムやその資金での新た

な地域振興への対策等調査した。 

③ 農業と観光の連携になる地域振興を掲げる北アルプス山麓のブラ

ンドによる地域振興を調査研究した。  

以上代表例あるが１０名の議員が県内の優れた取り組みや他の地



域に波及させること積極的に調査研究し、議員目ら実行したり、

本会議等で質問したり知事へ提言した。 



平成 28 年度行財政改革・地域振興調査会報告 

 

座長 太田昌孝 

 

本年度は、４月の熊本地震があり、また、８月から１０月にかけ

ての大雨により県内でも被害が続出した１年であった。 

また、４月には御柱祭があり、６月には全国植樹祭の開催、８月

には第 1 回「山の日」記念全国大会の開催、さらにオリンピック・

パラリンピックでの本県関係選手の活躍、９月には「Ｇ７長野県・

軽井沢交通大臣会合」と、イベントイヤーとなった。 

調査会としては「長野県立大学設置認可」、組織の見直しとしての

「地域振興局の設置」。交通安全対策推進等下記事項について、鋭意

調査提言を行った。 

 

【地域振興局の設置について】 

地域振興局長に対し、横断的課題に関して現地機関を統括・調整

する権限を付与するとともに、局長自ら考え執行できる予算として、

総額 1 億円の「地域振興推進費」を新設することとした。 

【コンプライアンス推進に向けた取り組みについて】 

 ４月からコンプライアンス推進室を設置。実効性のある取り組み

を求め、毎月実践テーマを決めて、実践されていることとなった。 

【新県立大学の設置に向けた準備の加速】 

 １０月には文部科学省に設立認可申請を行った。 

 三輪キャンパス、後町キャンパスの建設状況を視察するとともに、

理事長予定者、学長予定者との意見交換を行い、新大学設立に向け

ての方針等を質した。 



【駅のバリアフリー推進について】 

 視覚障がい者のための、駅ホームにおけるホームドアの設置及び

転落防止のための内方線付き点字ブロックの整備につき要請。 

【交通安全対策の推進】 

 改正道路交通法に対応した、認知症機能検査の範囲の確認及び免

許の返納時の対策について、市町村との連携と、講習受講の充実に

ついて要請。また、自転車条例策定について、県警の対応について

質した。 

【ふるさと納税について】 

 ふるさと納税の返礼品の高騰が懸念されることから、本来の趣旨

に沿った運営について申し入れた。 



平成２８年度県民文化調査会活動報告 

 

座長 小池 久長 

 

平成 28 年度は諏訪大社の 7 年に 1 度の遷宮（御柱祭り）があり、諏

訪地方は大いに盛り上がった。高度経済成長時代には、低迷した大祭

ではあるが近年では地域の連携を図るためにも重要な祭りである。

自治体では有料観覧券等を準備し大手旅行会社との連携により多く

の旅行客の誘客をはっかた、また、過去には部外者の参加を拒んだが

近年では曳子として参加型の祭りとなっているが、危険が伴う行事

であるためより安全に行うことと課題である。 

茅野市には、2 体の縄文時代の国宝土偶がありそれらを利用して、か

つて縄文時代には文化の中心地であったことを利用して八ヶ岳山麓

の市町村と連携した地域振興に努めている。 

信濃美術館の老朽化と連携し、県庁所在地集中がたの施策ではなく・

県下の芸術振興が図られるような、美術館の在り方について研究し

た。 

諏訪東京理科大学では、近年学生の確保に苦慮しているが公立化を

目指し、審議会を立ち上げた。目指すところはものづくりの諏訪圏域

の特徴を生かし、県下では初の工学部を中心とした公立大学の設置



の方針を打ち出した。現在でも、農業と連携した農業工学等で地域と

連携した大学として期待されているが、公立化になった場合の地元

進学者への対応が懸念される。 

 

県土の広い当県においては、均衡ある発展が課題であるが、それには

交通インフラ整備が不可欠である。中信地区のインフラ整備が課題

ではあるが、松本空港の活性化が望まれるが滑走路等の問題で、ＬＣ

Ｃ等の格安飛行機会社の採算に合わないことも問題であるが、補助

金の増額によりチャーター便等の可能性が出てきている、厦門航空

の馬日本支社長にも来諏頂き、可能性を模索しているが、来日観光客

には期待できるが、訪中邦人の誘客も採算上必要であることから今

後の対応が必要である。 

  

 本県では、全国 47 都道府県中、「子供を性被害から守る条例」が

無い。今までは、県民運動で子供を守るという伝統のもとであったが、

取り巻く環境の変化で抑制のための条例が必要となった。それぞれ

のご意見を伺うなかで、条例制定のための研究をし制定に寄与した。 

以上 



平成２８年度保健・福祉・医療調査会報告 

 

座長 中川 宏昌 

 

 平成２８年度保健・福祉・医療調査会としては、下記の事項につ

いて精力的に調査・活動に努めてきた。 

 

（１）聴覚障がい者への支援の取組み 

 平成２８年３月に手話言語条例が施行され、関連事業が本年度本

格的に実施された。緒についたばかりであり、条例に基づく施策

の充実に期するため、関係団体や当事者の皆様から課題点につい

て調査した。また、全国的なろうあ者の大会、県内の当事者の会

合などにも積極的に参加しながら調査を進め、県政に進言してき

た。また、手話の普及を議員としての立場からも推進したいこと

から、会派においては議会会期中に手話講座を実施してきた。 

人工内耳装用者の体外機の助成制度の在り方についても積極的に

調査した。２８年度当初では、助成制度の充実している熊本県で

調査。県内で人工内耳の手術ができるのは信州大学付属病院のみ

であることから、同大学の耳鼻咽喉科学教室の皆様と懇談を重ね



るとともに、当事者の方からもご意見を伺ってきた。この調査を

もとに、議会でも提案を行ってきた結果、市町村が実施する日常

生活用具支援事業において、県が積極的に県内自治体へ呼び掛け

ることになり、２９年度において実施自治体が出てきたことは大

きな成果となった。 

 

（２）認知症対策への取組み 

 １０年後には県内の認知症患者が１２～１３万人まで増加すると

の調べも出ており、全国と比較し、特に高齢化率の高い長野県と

しては取り組むべき喫緊の課題である。 

 県看護大学では、さらなる認知症対策の人材育成をするため、認

知症認定看護師教育課程のコースを開設しており、看護大学へ訪

問し、学長以下教員より今後の方向性を伺った。また、県内には

認知症指定病院を目指している医療機関もあることから積極的に

活動している医療機関へ調査し、県内の認知症対策について意見

交換を実施した。 

 現在、県内の認知症疾患医療センターの設置においては３病院し

か決まっておらず、北信圏域については未だ未設置の状況。ま

た、広い県土から４圏域のみで広い県土では無理があると思い、



今後の課題点も多々あると思う。市町村における認知症食集中支

援チームへの支援も含めて今後のついても取り組んでまいりた

い。 

 

（３）自殺対策について 

 長野県の自殺者数は、現在４００名をきっているものの、依然と

して１日１人が自ら命を絶つという深刻な状況が続いている。調査

のなかで長野県の特徴として全国と比較し、若者の自殺者数の減少

率が低いことから、長野県の自殺対策のテーマは若者に着眼した対

策と定義し、医療機関、自殺対策を推進している関係団体等との意

見交換、自殺対策の先進地の取組みを研究した。その結果から、教

育現場におけるＳＯＳの出し方教育とＳＯＳを効果的に活用した啓

発活動を県政に提案し前向きな取り組み姿勢があったところ。 

来年度は、県においても日本財団、ライフリンクと共同し全国の

モデルとなる自殺対策推進計画を策定する。絵に描いた餅ではな

く、効果が発揮され、自殺者の減少に期する計画となるよう、今後

も注視していく。 



平成２８年度環境・産業労働調査会報告 

 

                    座長 諏 訪 光 昭 

 

水、大気環境の保全、廃棄物による環境負荷など身近な課題の解

決とともに、地球温暖化の進行、生態系の変化など地球規模での広

がりを見せる状況などについて議論を深め。取り組んでまいりまし

た。 

世界では、持続可能な社会に向けて、温暖化対策の「パリ協定」、

「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」が採択されるなど、世界的な取

り組みもスタートした年度となりました。 

県民にとりましても国民の皆様にとりましても、長野県の美しく

豊かな環境を確実に次の世代に引き継ぐ取り組みと共に、一層磨き

をかけるための活動、調査、研究を進めてきました。 

長野県のシンボルであるライチョウにつきましては、研究者だけ

でなく行政も加わった第１７回ライチョウサミットが大町市で開催

されました。ライチョウ保護から山岳環境保全を考える議論が活発

に展開され、ライチョウの保護と生息環境の保全、山岳環境の維持



などについて大きな成果を残していただきました。 

県内経済は、日銀松本支店が２月６日に発表した金融経済動向に

よりますと「緩やかな回復基調にある」と判断しました。景気判断

が１年１１月か月ぶりに上方修正されました。 

一方、雇用情勢については、平成２８年１２月の有効求人倍率は

１．５６倍と、平成５年５月以来２３年７か月ぶりの１．５倍台と

なり堅調な推移を見せましたが、正社員の割合は依然として低く、

業種によっては人手不足の深刻化の改善は見られませんでした。 

長野県経済のけん引役である製造業の動向などについて注視しな

がら、一年間活動を進めてきました。 

「信州をけん引するものづくり産業の振興」では、次世代を担う

産業の創出、中小企業等の経営基盤の強化などについても調査を進

めました。 

「地域の暮らしを支える産業の振興」については、平成２６年度

に策定しましたサービス産業振興戦略の３つの重点軸を中心に調査、

研究も進めました。 

健康寿命の延伸を図るためのヘルスケア産業振興事業、地域資源

を活かしながら新商品・サービスの開発資金の調達を行う、中小企



業等を支援するクラウドファンデイング活用促進事業など多くの相

談が寄せられていることも確認させていただきました。同時に、研

究開発、事業化支援でも、産学官により多くの成果を残す年度とな

りました。 

調査等は精力的に実施。研究会も重ねながら、会派内での議論も

討論も加え、知事はじめ、関係する環境部、産業労働部に対しまし

ては、本会議、委員会審議などを通じて質疑、提言なども積極的に

行いました。 



平成２８年度観光調査会活動報告 

 

座長 小山仁志 

 

◎大阪府インバウンドの状況と観光施策 

観光調査会では、増加の一途をたどるインバウンドの状況とその展

望について調査するため大阪府の観光施策について調査を行った。 

大阪府は、大阪観光局を平成２５年に設立、大阪版ＤＭＯの設置にむ

け、既存事業を見直すと共に新型交付金も財源として機能強化を行

うため、大阪版ＤＭＯとして観光庁に登録申請を行っている。 

来阪外国人は急増しており、２０１５年は７１６万人と前年の倍増

近い伸びを見せた。円安やビザの緩和、ＬＣＣの増便等の影響が功を

奏した形である。今後は、リピーターとなりうる個人旅行客数や、消

費単価の高い欧米等からの観光客の取り込み、観光消費額を高めて

いきたい考えをもっている。 

そのために、従来不足していたマーケティングを強化し、ニーズの詳

細な分析やターゲットとなる顧客層の絞り込みを行っていく方針と

なっている。 

地方創生の推進交付金を活用し、今年度平成２８年度はＤＭＯの構

築のための予算は３億２千万円。KPI（重要業績評価指標）は、２０



２０年６５０万人であったものの、上方修正を行い、戦略を見直す考

えだ。 

大阪市内では宿泊施設の不足も顕著となっている中で、大阪市内に

は、今後３年間で約１１００室以上の増加が見込まれている。 

 

◎銀座ＮＡＧＡＮＯから見えてきた地域活性化のヒント 

 信州首都圏総合活動拠点（銀座ＮＡＧＡＮＯ）の運営状況、また観

光客増加等への経済波及効果について調査を行い、また東京事務所

長である熊谷晃氏から、銀座ＮＡＧＡＮＯから見える地域活性化の

ヒントについてお話をお伺いし意見交換を行った。 

 銀座ＮＡＧＡＮＯの県内の経済波及効果は、２５億円を超える試

算となった。特に観光客等の増加等による経済効果は、１９．３８億

円と試算されており大きなウェイトを占めている。 

銀座ＮＡＧＡＮＯは単なるアンテナショップに留まらず信州ファ

ンを増やすための仕掛けとして、様々なイベントが常に開催されて

いる。単なる消費者からリピータ、そしてコアな信州ファンとして交

流や観光人口、また移住にも結び付けられている。 

銀座ＮＡＧＡＮＯでの観光案内件数は、平成２８年度（平成２９年１

月まで）で２３，４７６件となっており、前年比１０６．３％となっ

ている。信州のリアルなライフスタイルを体験するための様々な企



画、商品造成が功を奏している。 

今後は、単なるマーケティングを超え、地域自身がブランディング

（地域資源の磨きこみ）を図っていく事が求められている。それは、

そこに暮らす住民皆さん自身の幸福感、誇りを高めていくことにあ

り、住んでよし訪れてよしの地域づくりを形成していく事が観光に

も求められていることを実感した。 

 









平成２８年度危機管理建設調査会活動報告 

 

                       座長 浜 章吉 

 

本調査会では、次のとおり調査活動を行いましたので報告します。 

 

（１）被災状況確認と減災対策への取り組み 

  ４月に、震度７の「熊本地震」が発生し、死者１９３名、住家被

害は１９万棟を超える被害が、１２月には糸魚川市での大規模火

災が発生、県内においても８月から１０月にかけ、豪雨災害により

住家への浸水や、本年１月中旬には、除雪中の事故で５名の方がな

くなり交通網の乱れや農業被害も発生した。 

  また、県消防防災ヘリ墜落事故は、国内ヘリコプター事故として

は、９名の犠牲者を出す国内最悪規模の事故が発生した。 

  こうして災害の様態や発生時期等の複雑化、多様化する中で、

様々な危機管理事象に迅速かつ的確に対応し、被害を最小限に抑

えられるよう、危機管理体制の在り方についても検討を進めた。 

  こうし現実の中で、危機管理体制の充実、防災基盤の整備、消防



対策の推進及び自主防災力の充実等について、今後も引き続き、そ

の課題解決に向けた施策に取り組んでいく必要がある。 

 

（２）社会資本ストックの長寿命化対策 

  今、県政推進施策の中で、「橋梁長寿命化修繕計画（第２期）」に

沿った計画的な修繕が進められている。 

  橋梁に加え県道やトンネルなどの構造物等、夫々の地域におけ

る現地調査を進めながら、順次修繕等進むよう対策に取り組んだ。 

 

（３）土砂災害、治水対策への取り組み 

  近年、県下を襲うゲリラ豪雨等により、死者発生等の自然災害が

発生しており、平成２７年７月の水防法規制により、河川管理者は、

想定最大規模に係る洪水浸水想定区域図の作成及び公表が義務付

けられたことから、会員夫々の市町村長と懇談を進めながら災害

防止対策に取り組んだ。 



平成２８年度教育・スポーツ調査会活動報告 

                

座長 清水 純子 

                 

今年度は、教職員のわいせつ事案が続発し、県民の信頼を大きく失うこと

となりました。平成 25 年に信州教育の回復に向けた行動計画を策定し、こ

れに基づき様々な取り組みを進めてきたところであるが、検証が強く求め

られるところである。 

今回の事案を受け、10 月には、わいせつな行為根絶のための特別対策を行

動計画に位置付け、着実に進めるための取り組みが始まったところである。 

何より教育現場の中で、周知徹底を行うことが重要であるため、どのよう

な認識なのか、周知徹底がされているのか、教員が、わいせつ行為を行う

背景にあるものは等調査を行うため、現場の市町村教育委員会との懇談を

行いました。 

また、平成 30 年以降の県立高校の在り方を見据えた、学びの改革基本構想

案の策定に向け、学びの質の向上や少子化に伴う高校の規模と配置の最適

化に取り組む中で、都市部と山間部との現状課題の調査に赴き、行わせて

頂きました。 

更には、同じ信州教育の構築に向けた活動を行う県教育委員会教育委員と

の懇談を行いました。様々な視点からの意見が出され、学力の向上、全て

の子どもの学びの保障、体力の向上とスポーツの振興等の信州教育の学び



の基盤を整備についての現状課題を確認させていただきました。信州の未

来を担う子どもたちが、1 人 1 人の個性や能力を最大限に伸ばせるよう、

児童生徒を中心とした質の高い教育の提供が行われるよう、今後の取り組

みに注視をして参ります。 

                              以上 



平成２８年度公営企業調査会報告 

 

座長 小川 修一 

 

人口減少、耐震化の推進や老朽化対策、エネルギーをめぐる情勢の

変化など、地方公営企業を取り巻く社会情勢の変化に対応していく

必要があることはいうまでもない。地方公営企業に関して国は「経営

戦略」の策定を地方へ要請し、県企業局もこのことを受けて「長野県

公営企業経営戦略」を策定した。県企業局は電気事業、水道事業それ

ぞれの課題に対処し、経営の安定と発展の礎づくりに取り組み、経営

の安定はもちろん、地域への貢献、地域との共存・共栄、リスクマネ

ジメントという視点も追加し、長期的な見通しや「見える化」、地方

創生、県土強靱化など県政の推進にも積極的に貢献することを目指

している。 

今後は地域のニーズの的確な把握に努めるとともに、国、市町村や

他部局・現地機関と密接に連携しながら、効果的・効率的な組織運営、

人材の確保・育成など、県民の期待に応えることができる推進体制を

整備していくことを求める。 

 

１．電気事業について 

老朽化対策の整備方針は発電所の建設経過年数により区別し、

４０年以上経過したものは老朽化、４０年未満は長寿命化を図っ



ている。特に５０年以上経過している春近については、多額な改

修費用（１５０～２００億円）や県内経済への効果を考慮して、

民間の資金・ノウハウを活用するＰＦＩの導入を検討中である。

新年度はＰＦＩ活用の基本構想策定を目指している。老朽化対策

の着実に推進していくよう求める。 

 また、地域貢献、地域との共存・共栄として、長野県こどもの

未来支援基金への繰出し等電気事業利益による地域貢献、電気事

業への理解と関心の向上促進のため工業高校生・小中学生を対象

とした水力発電所見学会開催など積極的な取組が続いている。将

来の人材の確保・育成の視点からこうした事業は継続的に取り組

んで欲しいし、そのこと広く発信していく必要があろう。今後の

さらなる情報発信力強化が望まれる。 

 

２．水道事業について 

末端給水の耐震化は、投資を平準化・重点化し計画期間中に完

了し、用水供給は全管路及び施設の耐震化を３６年度までに完了

するとのことであり、計画にもとづき着実に進めていくことが求

められる。 

 

地域貢献への取組も意欲的に行われている。天龍村における簡

易水道に係る事務の代替執行（全国初）や、坂城町で水道メータ

ーを利用した一人暮らし高齢者の見守りシステム「高齢者元気応



援システム（Active Seniors Assistance System）の実証実験も平

成 29 年度に着手予定である。 

 安全・安心の確保に向けた取組として、施設等の耐震化のほか

に、「安心の蛇口」の整備が特徴的である。27 年度から順次整備

されている。災害時に周辺地域が断水になっても「そこに行けば

水が飲める」との安心感を地域住民に提供することを目指し、公

園や学校のような災害時の避難場所となる施設において、「安心の

蛇口」と名付けた応急給水拠点（平時も使用できる水飲み場）を

整え、複数の蛇口を備える組み立て式の非常用給水装置を常備し

ている。今後も、主要な病院や災害時の避難場所となる施設を「重

要給水施設」と位置付け、ここに至る水道管を地震に強いものに

した上で、順次「安心の蛇口」を設置していく予定であり、これ

を活用した地域住民との防災訓練も予定されている。これに関連

し、安全・安心の確保および地域との共同・連携の推進として、

関係市町村との「災害時応援協定（仮称）」の締結・合同訓練も予

定されている。将来の広域化を見据え、業務の共同化・連携も課

題となっている。 

以上 

 


